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（証券コード 9991）
平成30年５月30日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋浜町二丁目31番１号

　

　

代表取締役社長 馬 越 学
　

第51回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第51回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いた
だき、平成30年６月20日（水曜日）午後５時30分までに到着するよう折り返しご送付ください
ますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 平成30年６月21日（木曜日）午前10時
2. 場 所 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号

ロイヤルパークホテル ２階 春海の間
（末尾掲載の案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第51期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告の内

容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

2. 第51期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書類の内
容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件
第４号議案 役員賞与の支給の件
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4. その他株主総会招集に関する決定事項
（1）代理人により議決権を行使される場合は、株主様ご本人の議決権行使書用紙と委任状をご

提出ください。
（2）議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前（平成30年６月18日）ま

でに、議決権の不統一行使を行なう旨とその理由を書面により当社にご通知ください。
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
1. 開場時刻は、午前９時とさせていただきます。
2. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参いただきますようお
願い申しあげます。
3. 議決権の代理行使につきましては、定款の定めにより、議決権を有する株主の方１名様に委
任する場合に限られておりますので、ご了承ください。
4. 「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきましては、法令およ
び定款の定めにより、インターネットの当社ホームページに掲載しておりますので、添付書類
には含まれておりません。
5. 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正すべき事項が生じ
た場合は、インターネットの当社ホームページにおいて、修正後の内容を掲載させていただき
ます。
　≪当社ホームページ≫ http://www.gecoss.co.jp/

＊株主の皆様に対する公平な利益還元の観点等を踏まえ、株主総会にご出席の株主様への
お土産はご用意いたしておりません。何卒ご理解の程よろしくお願い申しあげます。
＊当日は、環境への配慮として、ノーネクタイの「クールビズ」スタイルにて対応させて
いただきますので、ご了承くださいますようお願い申しあげます。
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株主総会参考書類
　
議案および参考事項
　第１号議案　剰余金の処分の件
　 剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　 期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重点課題として位置付けており、2015
～2017年度を対象とする中期経営計画で配当性向を20％程度とすることを目標としてま
いりました。
　第51期の期末配当につきましては、この中期経営計画の目標にしたがい以下のとおり
といたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類

　 金銭
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株につき金18円 総額655,163,370円
なお、平成29年12月に中間配当として１株につき金12円をお支払いしており、当期
の年間を通じた剰余金の配当は１株につき金30円となり、配当性向は24.6％となりま
す。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
　 平成30年６月22日

また、当社グループは今回策定した2018～2020年度を対象とする中期経営計画のなかで
配当性向を30％程度にまで高めることを目標としており、引き続き株主の皆様への還元を強
化してまいります。
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　第２号議案　取締役９名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役９名が任期満了となります。つきましては、ひきつづき
取締役９名の選任をお願いするものであります。

　 取締役候補者は次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式の数

１

馬　越
うま こし

　 学
まなぶ

（昭和30年３月12日生）

　

昭和54年４月 川崎製鉄株式会社入社
平成17年４月 JFEスチール株式会社 厚板営業部長
平成20年４月 同社名古屋支社長
平成22年４月 同社常務執行役員
平成25年４月 同社専務執行役員
平成28年４月 当社顧問
平成28年６月 当社代表取締役社長（現任）
［執行役員の担当］
ＣＥＯ
　

3,200株

［取締役候補者とした理由］
　馬越学氏は、JFEスチール株式会社の要職を経て当社の取締役に就任し、取締役とし
て十分な実績を有しており適任であることから、あらためて選任するものであります。

２

石　橋　康　雄
いし ばし やす お

（昭和28年８月15日生）

　

昭和52年４月 当社入社
平成10年４月 当社東部第１事業本部第６営業部長
平成16年４月 当社第１営業本部副本部長、兼同営業

本部第６営業部長
平成17年４月 当社第１営業本部長、兼同営業本部

第６営業部長
平成18年６月 当社取締役
平成21年４月 当社常務取締役
平成22年４月 当社専務取締役（代表取締役）
平成24年４月 当社代表取締役 専務執行役員
平成28年４月 当社代表取締役 執行役員副社長 (現任)
［執行役員の担当］
社長補佐、工事部門、工場部門、営業部門、安全・防
災・環境管理部、事業総括部の管掌

20,500株

［取締役候補者とした理由］
　石橋康雄氏は、当社の要職を経て取締役に就任し、取締役として十分な実績を有して
おり適任であることから、あらためて選任するものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式の数

３

倉　智　達　也
くら ち たつ や

（昭和32年12月27日生）

　

昭和56年４月 川崎製鉄株式会社入社
平成15年４月 JFEスチール株式会社 第２鋼材輸出部

缶用鋼板室長
平成18年４月 同社西日本製鉄所（倉敷地区）総務部長
平成20年４月 同社建材センタープロジェクト営業部長
平成22年４月 同社プロジェクト営業部長
平成23年４月 ダイワスチール株式会社 取締役
平成24年４月 当社執行役員
平成25年６月 当社取締役 執行役員
平成27年４月 当社取締役 常務執行役員（現任）
［執行役員の担当］
業務部、事業総括部の担当
　

7,400株

［取締役候補者とした理由］
　倉智達也氏は、JFEスチール株式会社やダイワスチール株式会社の要職を経て当社の
取締役に就任し、取締役として十分な実績を有しており適任であることから、あらため
て選任するものであります。

４

鈴　木　章　夫
すず き あき お

（昭和33年２月８日生）

　

昭和55年４月 当社入社
平成12年４月 当社第２営業本部第３営業部長
平成22年４月 当社東部施工本部長
平成22年６月 当社取締役
平成24年３月 当社取締役退任
平成24年４月 当社執行役員
平成25年４月 当社常務執行役員
平成26年６月 当社取締役 常務執行役員
平成28年４月 当社取締役 専務執行役員（現任）
［執行役員の担当］
西日本事業本部の担当、兼西日本事業本部長
　

14,400株

［取締役候補者とした理由］
　鈴木章夫氏は、当社の要職を経て取締役に就任し、取締役として十分な実績を有して
おり適任であることから、あらためて選任するものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式の数

５

藤　田
ふじ た

　 眞
まこと

（昭和33年10月14日生）

　

昭和57年４月 川崎製鉄株式会社入社
平成16年10月 JFEスチール株式会社 経理部資金室長
平成20年４月 ジェイ エフ イー ホールディングス

株式会社 財務・ＩＲ部長
平成26年４月 当社執行役員
平成26年６月 当社取締役 執行役員
平成27年４月 当社取締役 常務執行役員（現任）
［執行役員の担当］
総務部、人事部、事務管理部の管掌、経営管理部、関連
事業部、監査部の担当
　

4,000株

［取締役候補者とした理由］
　藤田眞氏は、JFEスチール株式会社やJFEホールディングス株式会社の要職を経て当
社の取締役に就任し、取締役として十分な実績を有しており適任であることから、あら
ためて選任するものであります。

６

岩　本　能　成
いわ もと よし なり

（昭和34年１月31日生）

　

昭和57年４月 当社入社
平成14年４月 当社第４事業本部第１営業部長
平成22年４月 当社東京営業本部長、兼日本海営業

本部長
平成22年６月 当社取締役
平成24年３月 当社取締役退任
平成24年４月 当社執行役員
平成26年４月 当社常務執行役員
平成27年６月 当社取締役 常務執行役員
平成30年４月 当社取締役 専務執行役員（現任）
［執行役員の担当］
東部第１事業本部の担当、兼東部第１事業本部長
　

8,025株

［取締役候補者とした理由］
　岩本能成氏は、当社の要職を経て取締役に就任し、取締役として十分な実績を有して
おり適任であることから、あらためて選任するものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式の数

７

阿　部　伴　明
あ べ とも あき

（昭和30年７月11日生）

　

昭和53年４月 当社入社
平成16年４月 当社東北営業本部東北支店長
平成17年４月 当社東北営業本部長、兼同営業本部

東北支店長
平成20年６月 当社取締役
平成24年３月 当社取締役退任
平成24年４月 当社常務執行役員
平成25年６月 当社取締役 常務執行役員
平成27年６月 当社常務執行役員
平成29年４月 当社専務執行役員
平成29年６月 当社取締役 専務執行役員（現任）
［執行役員の担当］
工事本部の担当、兼工事本部長
　

7,900株

［取締役候補者とした理由］
　阿部伴明氏は、当社の要職を経て取締役に就任し、取締役として十分な実績を有して
おり適任であることから、あらためて選任するものであります。

宝印刷株式会社 2018年05月17日 18時09分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 8 ―

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式の数

８

小　野　武　彦
お の たけ ひこ

（昭和19年４月29日生）

　昭和43年４月 清水建設株式会社入社
平成12年６月 同社執行役員
平成15年６月 同社常務執行役員
平成17年６月 同社取締役専務執行役員
平成19年４月 同社代表取締役専務執行役員

土木担当、土木事業本部長
平成20年４月 同社代表取締役副社長 土木担当、

土木事業本部長
平成21年４月 同社代表取締役副社長 土木担当
平成24年６月 同社特別顧問
平成27年６月 当社社外取締役（現任）
平成30年４月 公益財団法人リバーフロント研究所

代表理事（現任）
［重要な兼職の状況］
公益財団法人リバーフロント研究所 代表理事

800株

［社外取締役候補者とした理由］
　小野武彦氏は、清水建設株式会社の代表取締役副社長、土木学会会長を務められ、豊
富な経験と専門性を有しております。同氏は既に３年間当社の社外取締役として、公正
かつ客観的な立場から適切な意見をいただいており、当社の経営を監督しコーポレー
ト・ガバナンスを強化する観点から、社外取締役としてあらためて選任するものであり
ます。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式の数

９

清　宮
きよ みや

　 理
おさむ

（昭和23年２月14日生）

　

昭和48年４月 運輸省入省
昭和55年７月 米国カリフォルニア州立大学留学
昭和57年４月 運輸省港湾技術研究所構造部沈埋構造

研究室長
昭和63年４月 運輸省港湾技術研究所構造部構造強度

研究室長
平成９年４月 早稲田大学理工学部土木工学科（現

創造理工学部社会環境工学科）教授
平成28年６月 当社社外取締役（現任）
平成30年４月 早稲田大学名誉教授（現任）

一般財団法人沿岸技術研究センター
参与（現任）

［重要な兼職の状況］
早稲田大学名誉教授
一般財団法人沿岸技術研究センター 参与
　

0株

［社外取締役候補者とした理由］
　清宮理氏は、構造部材および構造物等の研究に携わり、構造力学についての深い学
識、建設業界に関する知識と豊富な見識を有しております。同氏は既に２年間当社の社
外取締役として、公正かつ客観的な立場から適切な意見をいただいており、当社の経営
を監督しコーポレート・ガバナンスを強化する観点から、社外取締役としてあらためて
選任するものであります。

　

（注）1. 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 取締役候補者 小野武彦および清宮理の両氏は、社外取締役候補者であり、東京証
券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であります。

3. 当社は、社外取締役として期待される役割を十分に発揮できるように、社外取締役
候補者 小野武彦および清宮理の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基
づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当
該契約に基づく賠償責任の限度額は法令が規定する額としており、本総会において
両氏の再任が承認された場合、本契約を継続する予定であります。

4. 取締役候補者 小野武彦および清宮理の両氏の当社社外取締役就任期間は、本総会
終結の時をもって、それぞれ小野武彦氏が３年、清宮理氏が２年となります。
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　第３号議案　補欠監査役１名選任の件
平成26年６月26日開催の定時株主総会において補欠監査役に選任された島田壽子氏の選
任の効力は本総会の開始される時までとされておりますので、法令に定める監査役の員数を
欠くことになる場合に備えて、改めて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案における選任の効力は、監査役就任前に限り監査役会の同意を得て、取締役

会の決議によりその選任を取り消すことができることといたします。
また、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は次のとおりであります。

　

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式の数

上　田　美　帆
うえ だ み ほ

（昭和47年1月19日生）

　

平成11年４月 第一東京弁護士会登録
沼田法律事務所

平成28年３月 麹町誠壱法律事務所
平成29年４月 サンライズ法律事務所（現任）
　

0株

［社外監査役補欠者の候補者とした理由］
　上田美帆氏は、弁護士として企業法務に精通し、企業経営を統治する十分な見識を有してお
ります。同氏が監査役に就任された場合、その弁護士としての経験に培われた専門的見地より
適切な意見をいただき、当社の経営を監督しコーポレート・ガバナンスを強化することにつな
がることから、補欠の社外監査役として選任するものであります。

　

（注）1. 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 上田美帆氏は、社外監査役の補欠者として選任するものであります。
3. 上田美帆氏は、平成30年6月26日開催のトレイダーズホールディングス株式会社の
第19回定時株主総会で、同社社外取締役に就任予定であります。

4. 社外監査役としての独立性について
（1） 上田美帆氏は、過去５年間に当社または当社の特定関係事業者の業務執行者また

は役員となったことはありません。
（2） 同氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配偶者、三

親等以内の親族その他これに準ずる者ではありません。
（3） 当社は、同氏が監査役に就任した場合には、同氏を東京証券取引所に対し、独立

役員として届け出る予定であります。
5. 当社は、上田美帆氏が監査役に就任した場合には、監査役として期待される役割を

十分に発揮できるように、当社との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。な
お、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額といたします。
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　第４号議案　役員賞与の支給の件
当期の業績を勘案し、当期末時点の取締役のうち社外取締役以外の７名および監査役のう
ち２名に対し、役員賞与総額42,460,000円（取締役分39,900,000円、監査役分
2,560,000円）を支給することといたしたく存じます。
なお、各取締役および各監査役に対する金額は、取締役については取締役会に、監査役に
ついては監査役の協議にご一任願いたく存じます。

以 上
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添付書類
事 業 報 告
（平成

平成
29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　
Ⅰ 企業集団の現況に関する事項
　

1. 事業の経過およびその成果
　当連結会計年度（当社第51期）におけるわが国経済は、底堅い内外需を背景に緩やかな回
復基調が続いているものと見られます。しかし今後については、米国の通商政策見直しによる
影響をはじめ、国内外ともに景気下振れが懸念されます。
　当社グループの属する建設業界におきましては、首都圏での大型プロジェクトや公共投資を
中心に需要は堅調に推移し、工事の進捗も概ね順調であったことから、当社の仮設鋼材や工事
用機械の一部は高い稼働率となりましたが、一方で労働力不足、物流の逼迫化に伴うコストア
ップの傾向は拡大しました。
　このような経営環境のなか、当社グループでは、従来以上に採算性を重視した受注活動とコ
スト削減の取り組みを継続するとともに、コストアップ影響の抑制に注力し、収益の確保に努
めてまいりましたが、当連結会計年度におきましては、売上高は1,048億25百万円（前年同
期比6.2％増）となったものの、利益につきましては、営業利益58億47百万円（前年同期比
6.1％減）、経常利益63億12百万円（前年同期比4.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益
は44億34百万円（前年同期比1.4％減）となりました。
　
　セグメント別の概況は以下のとおりであります。
（仮設鋼材事業）
　仮設鋼材事業におきましては、首都圏を中心に堅調な需要を取り込むべく、材料と工事の一
括受注の拡大を推進するとともに、調達コストの圧縮等により採算性向上に努めました。ま
た、平成29年４月に工事本部を新設し、施工体制の整備と技術力のさらなる強化を進めてお
ります。
　「Ecoラム工法」「GSS-SPA工法」といった独自技術による受注も順調に伸び、仮設橋梁事
業も初の海外受注となるラオスの案件に採用されるなど、事業規模を拡大しました。
　以上の施策等により、売上高959億42百万円（前年同期比7.1％増）、経常利益54億77百万
円（前年同期比1.9％増）となりました。
（建設機械事業）
　建設機械事業におきましては、堅調な需要を背景に売上高は132億40百万円（前年同期比
1.2%増）となったものの、東北地区の需要減少の影響等により、経常利益は14億24百万円
（前年同期比14.7%減）となりました。
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　 セグメント別売上の内容は、次のとおりであります。
　

セグメントの
名 称

第 50 期

(自 平成
至 平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

第 51 期

(自 平成
至 平成

29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日) 対前期比較増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 比 率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

仮 設 鋼 材 89,585 90.7 95,942 91.6 6,357 7.1
建 設 機 械 13,087 13.3 13,240 12.6 153 1.2
調 整 額 △3,943 △4.0 △4,358 △4.2 △414 -

合 計 98,729 100.0 104,825 100.0 6,096 6.2
　

（注） 調整額は、セグメント間の内部売上高または振替高の消去額であります。
　
2. 対処すべき課題
　次期の建設業界は、都市部では大型プロジェクトの出件が継続しており、公共投資も平成
29年度補正予算の執行もあって底堅く、東北地方の復興需要の減少は見込まれるものの、需
要は引き続き堅調に推移するものと想定しております。一方、労働力不足、物流の逼迫化はさ
らに進展し、これに伴うコストアップの影響が増すものと懸念されます。
　このような経営環境において当社グループは、材料と工事の一括受注の拡大、品質向上、コ
スト削減を引き続き推進するとともに、コストアップ要因の抑制に一層注力し、価格の改善に
努め、収益力の向上を目指してまいります。
　また、昨年11月に策定した『ジェコスグループ10年VISION』の実現に向け、事業領域拡
大の取り組みに着手するとともに、新商品・新工法開発の推進等、技術力の向上を進め、生産
性アップと働きやすさ向上のための自動化投資等にも取り組んでまいります。
　さらに、ジェコス・ベトナムの受注活動強化にも取り組み、早期に収益に貢献することを目
指してまいります。
　以上の諸施策を実施する結果、次期の連結業績の見通しにつきましては、売上高1,050億
円、営業利益63億円、経常利益66億円、親会社株主に帰属する当期純利益は45億円を見込ん
でおります。
　なお、当社グループは2018～2020年度を対象期間とする中期経営計画を策定いたしまし
た。
　今回策定いたしました中期経営計画は、『ジェコスグループ10年VISION』実現に向けた第
一段階と位置づけており、事業領域拡大と一式受注推進のための取り組みに着手するととも
に、生産性アップ、働きやすさ向上のための投資を進めてまいります。加えて、既存事業の収
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益性改善にも注力いたします。
　主要な施策としては、下記６点を掲げております。
（１） 地下工事一式受注、橋梁関連インフラ・メンテナンス事業の推進
（２） 建機事業の拡大
（３） 既存事業の収益性改善
（４） 海外展開の拡大検討
（５） 生産性と働きやすさ向上のための投資強化
（６） 株主還元の強化
　収益目標は売上高1,200億円、経常利益85億円、ROS7％としており、史上最高益を上回る
水準を目指してまいります。また財務目標については、ROEは収益性改善により10%回復を
目指し、自己資本比率については現状の50%程度を維持しながら投資を進める目標としており
ます。加えて配当性向を30％程度にまで高め、株主の皆様への還元を強化してまいります。
　
3. 設備投資の状況
　 記載すべき重要事項はありません。
　
4. 資金調達の状況
　 記載すべき重要事項はありません。
　
5. 財産および損益の状況の推移
　

区 分
第 48 期

(自 平成26年４月至 平成27年３月
１
31
日
日)

第 49 期

(自 平成27年４月至 平成28年３月
１
31
日
日)

第 50 期

(自 平成28年４月至 平成29年３月
１
31
日
日)

第 51 期

(自 平成29年４月
至 平成30年３月

１
31
日
日)

売 上 高（百万円） 89,887 86,068 98,729 104,825
経 常 利 益（百万円） 7,628 7,037 6,585 6,312
親会社株主に帰属する
当期純利益金額（百万円） 5,420 4,815 4,495 4,434

１株当たり当期純利益金額 148円89銭 132円27銭 123円49銭 121円82銭
純 資 産 額（百万円） 39,125 42,976 46,542 50,035
総 資 産 額（百万円） 94,749 91,606 98,601 100,112
１株当たり純資産額 1,074円84銭 1,180円70銭 1,278円53銭 1,374円56銭

　

（注） １株当たり当期純利益は自己株式数を控除した期中平均発行済株式、１株当たり純資産
は自己株式数を控除した期末発行済株式数により算出しております。
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6. 重要な親会社および子会社等の状況
（1）親会社の状況
① 親会社との関係

　

会 社 名 資本金 主 要 な 事 業 内 容 当社に対する
議 決 権 比 率

百万円 ％

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社 147,143 JFEグループ経営戦略立案・管理 62.0（62.0）

ＪＦＥス チ ー ル 株 式 会 社 239,645 鉄鋼製品等の製造および販売 51.0（ 0.0）
　

（注）1. 当社に対する議決権比率における（ ）内は、間接保有による比率を内数で記載し
ております。

2. JFEスチール株式会社は、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の完全
子会社であります。

3. JFEスチール株式会社は当社親会社であり、H形鋼ほか鋼材等に関して取引がありま
す。

　
② 親会社等との取引に関する事項
　当社は、親会社との取引に関して、市場価格等を勘案して価格交渉の上、取引条件を決
定しております。
　また、当社取締役会は当社独自で意思決定を行っており、意思決定手続きの正当性につ
いて問題はないものと考えております。
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（2）子会社の状況
　

会 社 名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
百万円 ％

株 式 会 社 レ ン タ ル シ ス テ ム 関 東 40 100.0 建設機械の賃貸
株 式 会 社 レ ン タ ル シ ス テ ム 東 北 100 100.0 建設機械の賃貸
株 式 会 社 レ ン タ ル シ ス テ ム 東 海 30 100.0 建設機械の賃貸
株式会社レンタルシステム西日本 40 100.0 建設機械の賃貸
株 式 会 社 レ ン タ ル シ ス テ ム 信 越 10 100.0 建設機械の賃貸

ジ ェ コ ス 北 海 道 株 式 会 社 10 100.0 建設仮設材の賃貸、販売等

トラック・エンド・メンテナンス・サービス株式会社 20 100.0 運送業

ジ ェ コ ス 設 計 株 式 会 社 30 100.0 設計およびコンサルティング等

ジ ェ コ ス 工 事 株 式 会 社 30 100.0 仮設工事の安全施工に
関 す る 技 術 的 支 援 等

万米ドル
GECOSS VIETNAM COMPANY LIMITED 50 90.0 建設仮設材の設計、販売等
　
（3）関連会社の状況

　

会 社 名 資本金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

協 友 リ ー ス 株 式 会 社 30 50.0 Ｈ形鋼桁材等の賃貸
北日本建材リース株式会社 30 15.0 建設仮設材の賃貸、販売等

　

（注）北日本建材リース株式会社は持分法非適用の関連会社であります。
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7. 主要な事業内容
　当企業集団の主要な事業は、H形鋼、鋼矢板、鋼製山留材、覆工板、敷鉄板等の建設工事用
仮設鋼材の賃貸および販売であり、その他にスチールセグメント、H形支保工等の加工品（製
品）の製作加工・販売、仮設橋梁の賃貸・販売および施工、建設用機械、高所作業車等の賃貸
を行っております。
　また、特定建設業（土木工事業、建築工事業、鋼構造物工事業）および一般建設業（とび・
土工工事業）の国土交通大臣許可等を取得し、杭打抜工事、山留架設・解体工事、ソイルセメ
ント柱列壁工事等の設計および施工等を行っております。
　
8. 主要な営業所および工場
（1）当社の主要な営業所および工場
〔本 社〕東京（本店）東京都中央区日本橋浜町二丁目31番１号
〔支 店〕東北（宮城県仙台市）、水戸（茨城県水戸市）、北関東（埼玉県さいたま市）、

千葉（千葉県千葉市）、横浜（神奈川県横浜市）、新潟（新潟県新潟市）、名古
屋（愛知県名古屋市）、北陸（石川県金沢市）、大阪（大阪府大阪市）、岡山
（岡山県岡山市）、広島（広島県広島市）、四国（香川県高松市）、九州（福岡
県福岡市）、南九州（鹿児島県鹿児島市）

〔営 業 所〕岩手（岩手県大船渡市）、いわき（福島県いわき市）、蘇我（千葉県千葉市）、
福山（広島県福山市）、松山（愛媛県松山市）、熊本（熊本県熊本市）、沖縄
（沖縄県那覇市）

〔出 張 所〕青森（青森県青森市）、盛岡（岩手県滝沢市）、秋田（秋田県秋田市）、山形
（山形県天童市）、郡山（福島県郡山市）、群馬（群馬県高崎市）、静岡（静岡
県静岡市）、長野（長野県長野市）、富山（富山県富山市）、宮崎（宮崎県宮崎
市）

〔工 場〕仙台（宮城県黒川郡）、東京（千葉県白井市）、長沼（千葉県千葉市）、日本海
（新潟県新潟市）、名古屋（愛知県半田市）、大阪（大阪府大阪市）、中国（広
島県三次市）、四国（香川県綾歌郡）、福岡（福岡県粕屋郡）、鹿児島（鹿児島
県鹿児島市）

〔機械センター〕富里（千葉県富里市）
　
（注）平成30年４月１日付で、岡山支店を岡山営業所に見直しました。
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（2）子会社の主要な営業所
　株式会社レンタルシステム関東 本社（神奈川県川崎市）、株式会社レンタルシステム東
北 本社（宮城県仙台市）、株式会社レンタルシステム東海 本社（静岡県浜松市）、株式会
社レンタルシステム西日本 本社（福岡県福岡市）、株式会社レンタルシステム信越 本社
（新潟県新潟市）、ジェコス北海道株式会社 本社（北海道札幌市）、トラック・エンド・メ
ンテナンス・サービス株式会社（千葉県白井市）、ジェコス設計株式会社（東京都中央区）、
ジェコス工事株式会社（東京都中央区）、GECOSS VIETNAM COMPANY LIMITED（ベ
トナム ホーチミン）

　
9. 従業員の状況
　

従 業 員 数 対前期末増減
1,191名 45名増

　
10. 主要な借入先
　

借 入 先 借 入 金 残 高
百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,160
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 960
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 680
　

宝印刷株式会社 2018年05月17日 18時09分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
等

計
算
書
類
等

株
主
総
会
参
考
書
類

― 19 ―

Ⅱ 会社の株式に関する事項
　

1. 発行可能株式総数 97,500,000株
　
2. 発行済株式の総数 36,436,125株（自己株式38,160株を含む。）
　
3. 当事業年度末の株主数 9,633名
　
4. 大株主
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

Ｊ Ｆ Ｅ ス チ ー ル 株 式 会 社 18,527,900 50.9
Ｊ Ｆ Ｅ 商 事 株 式 会 社 2,965,000 8.1
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 928,800 2.6
ジ ェ コ ス 取 引 先 持 株 会 787,900 2.2
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 732,300 2.0
ジ ェ コ ス 社 員 持 株 会 547,363 1.5
Ｊ Ｆ Ｅ 商 事 石 油 販 売 株 式 会 社 522,720 1.4
Ｊ Ｆ Ｅ 商 事 コ イ ル セ ン タ ー 株 式 会 社 510,983 1.4
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４) 498,400 1.4
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 432,322 1.2

　

（注） 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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Ⅲ 会社役員に関する事項
　

1. 取締役および監査役の氏名等
　

地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況
代表取締役社長 馬 越 学
代 表 取 締 役 石 橋 康 雄
取 締 役 倉 智 達 也
取 締 役 鈴 木 章 夫
取 締 役 藤 田 眞
取 締 役 岩 本 能 成
取 締 役 阿 部 伴 明
取 締 役 小 野 武 彦
取 締 役 清 宮 理 早稲田大学創造理工学部社会環境工学科 教授
監査役（常勤) 江 口 忠 夫 日本鋳鉄管株式会社 社外監査役
監査役（常勤) 田 中 増 男
監 査 役 菊 池 きよみ ＴＭＩ総合法律事務所 弁護士

西松建設株式会社 社外取締役（監査等委員）
ニッセイアセットマネジメント株式会社 社外監査役

監 査 役 今 井 一 彦 ＪＦＥスチール株式会社 監査役事務局主任部員
　

（注）1. 取締役 小野武彦氏は、平成30年４月１日付で公益財団法人リバーフロント研究所
の代表理事に就任しております。

2. 取締役 清宮理氏は、平成30年３月31日付で早稲田大学創造理工学部社会環境工学
科の教授を退任し、平成30年４月１日付で同大学の名誉教授および一般財団法人沿
岸技術研究センターの参与に就任しております。

3. 取締役 小野武彦および清宮理の両氏は、社外取締役であります。
4. 監査役 江口忠夫および菊池きよみの両氏は、社外監査役であります。
5. 取締役 小野武彦および清宮理、監査役 江口忠夫および菊池きよみの各氏は、株
式会社東京証券取引所の定める独立役員であります。

　
2. 事業年度中に退任した取締役および監査役
　

氏 名 退 任 日 退任事由 退任時の地位
鈴 木 和 幸 平成29年６月22日 辞任 監査役
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3. 執行役員の氏名等
（平成30年３月31日現在）

　

地 位 氏 名 担 当
社 長 馬 越 学 ＣＥＯ
執行役員副社長 石 橋 康 雄 社長補佐、工事部門、工場部門、営業部門、安全・防災・

環境管理部、事業総括部の管掌、東北・北海道事業本部、
九州事業本部の担当

専務執行役員 鈴 木 章 夫 西日本事業本部の担当、兼西日本事業本部長
専務執行役員 阿 部 伴 明 工事本部の担当、兼工事本部長
常務執行役員 岩 本 能 成 東部第１事業本部の担当、兼東部第１事業本部長
常務執行役員 中 富 紀 雄 技術部門、加工・橋梁事業本部の管掌、安全・防災・環境

管理部の担当
常務執行役員 倉 智 達 也 業務部、事業総括部の担当
常務執行役員 藤 田 眞 関連事業部、監査部の管掌、総務部、人事部、経営管理

部、事務管理部の担当
常務執行役員 松 井 智 幸 東部第２事業本部、中部事業本部の担当、兼東部第２事業

本部長、兼中部事業本部長
常務執行役員 西 田 栄 一 技術総括部、技術部の担当、兼技術総括部長
執 行 役 員 一ノ瀬 満 郎 工事本部担当役員補佐、兼工事本部副本部長
執 行 役 員 四 宮 秀 夫 工場部門、加工・橋梁事業本部の担当、兼加工・橋梁事業

本部長
執 行 役 員 今 井 大 介 関連事業部、監査部の担当
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（注） 平成30年４月１日付で執行役員の担当が次のとおり変更となりました。
（平成30年４月１日現在）

　

地 位 氏 名 担 当
社 長 馬 越 学 ＣＥＯ
執行役員副社長 石 橋 康 雄 社長補佐、工事部門、工場部門、営業部門、安全・防災・

環境管理部、事業総括部の管掌
専務執行役員 鈴 木 章 夫 西日本事業本部の担当、兼西日本事業本部長
専務執行役員 阿 部 伴 明 工事本部の担当、兼工事本部長
専務執行役員 岩 本 能 成 東部第１事業本部の担当、兼東部第１事業本部長
常務執行役員 倉 智 達 也 業務部、事業総括部の担当
常務執行役員 藤 田 眞 総務部、人事部、事務管理部の管掌、経営管理部、関連事

業部、監査部の担当
常務執行役員 松 井 智 幸 東部第２事業本部、中部事業本部の担当、兼東部第２事業

本部長、兼中部事業本部長
常務執行役員 西 田 栄 一 技術部の担当
常務執行役員 一ノ瀬 満 郎 技術総括部の担当、兼工事本部長補佐
執 行 役 員 四 宮 秀 夫 工場部門、加工・橋梁事業本部の担当、兼加工・橋梁事業

本部長
執 行 役 員 今 井 大 介 事務管理部、安全・防災・環境管理部の担当、兼安全・防

災・環境管理部長
執 行 役 員 黒葛原 淳 一 九州事業本部の担当、兼九州事業本部長
執 行 役 員 永 尾 秀 司 東北・北海道事業本部の担当、兼東北・北海道事業本部長
執 行 役 員 新 井 紀 明 総務部、人事部の担当
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4. 責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役および監査役全員との間で、当社への損害賠償責任を一定範囲に限定す

る契約を締結しております。なお、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額
としております。
　
5. 取締役および監査役の報酬等の額
　

区 分 人 数 報酬等の額
取締役

（うち社外取締役）
９名
（２名）

　213百万円
（12百万円）

監査役
（うち社外監査役）

５名
（３名）

42百万円
（23百万円）

　

（注）1. 上記報酬等の額には、平成30年６月21日開催の第51回定時株主総会において決議
予定の役員賞与42百万円（取締役40百万円、監査役３百万円）を含んでおります。

　 2. 上記報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額23百万円
（取締役20百万円、監査役３百万円）を含んでおります。

　
6. 社外役員に関する事項
（1）取締役 小野武彦氏
① 当事業年度における主な活動状況
ア 取締役会への出席状況および発言状況
　当事業年度中に開催された取締役会15回のうち14回に出席しており、出席した取締
役会においては、必要に応じ、長年にわたる会社役員としての経営に関する豊富な経験
と土木学会会長を務められるなどの高い専門性に基づく発言を適宜行っております。

　
（2）取締役 清宮理氏
① 当事業年度における主な活動状況
ア 取締役会への出席状況および発言状況
　当事業年度中に開催された取締役会15回すべてに出席しており、必要に応じ、深い
学識や建設業界に関する豊富な知見に基づく発言を適宜行っております。

② 他の法人等の社外役員等の兼務状況および当社と当該法人との関係
　同氏は、早稲田大学創造理工学部社会環境工学科教授を兼務しております。なお、当社
と同大学との間には特別の関係はありません。
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（3）監査役 江口忠夫氏
① 当事業年度における主な活動状況
ア 取締役会への出席状況および発言状況
　当事業年度中に開催された取締役会15回すべてに出席しており、社外監査役として
審議に関して必要な発言を適宜行っております。
イ 監査役会への出席状況および発言状況
　当事業年度中に開催された監査役会14回すべてに出席しており、社外監査役として
行った監査の報告をし、毎回他の監査役が行った監査について、必要に応じて意見を述
べております。

② 他の法人等の社外役員等の兼務状況および当社と当該法人との関係
　同氏は、日本鋳鉄管株式会社の社外監査役を兼務しております。なお、当社と同社との
間には特別の関係はありません。

　
（4）監査役 菊池きよみ氏
① 当事業年度における主な活動状況
ア 取締役会への出席状況および発言状況
　当事業年度中に開催された取締役会15回のうち13回に出席しており、出席した取締
役会においては、必要に応じ、弁護士としての専門的知識と他企業での社外役員として
の豊富な経験に基づく発言を適宜行っております。
イ 監査役会への出席状況および発言状況
　当事業年度中に開催された監査役会14回すべてに出席しており、社外監査役として
行った監査の報告をし、毎回他の監査役が行った監査について、必要に応じて意見を述
べております。

② 他の法人等の社外役員等の兼務状況および当社と当該法人との関係
　同氏は、ＴＭＩ総合法律事務所の弁護士および西松建設株式会社の社外取締役ならびに
ニッセイアセットマネジメント株式会社の社外監査役を兼務しております。なお、当社と
各社との間には特別の関係はありません。
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Ⅳ 会計監査人の状況
　

1. 会計監査人の名称
　 新日本有限責任監査法人
　
2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　 ① 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬
　 47百万円
　 ② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
　 47百万円

（注）1. 当社監査役会は、会計監査日数、基準単価、過去との比較および他社との比較
等から判断した結果、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できな
いため、上記①の金額はこれらの合計額を記載しております。

3. 当社の海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を
受けております。

　
3. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合には、監査役会が検討のうえ、監査役全員の同意によって会計監査人を解任いたします。ま
た、上記に準ずる場合、その他必要があると監査役会が判断したときは、会計監査人の解任ま
たは不再任を株主総会の目的といたします。
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Ⅴ 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　
1. 業務の適正を確保するための体制についての決議の内容
　当社は、取締役会において以下の「内部統制体制構築の基本方針」を決議しております。
　
　「内部統制体制構築の基本方針」
　
　当社の企業理念、グループ行動憲章ならびに定款、取締役会規程等をはじめとする、業務遂
行に関わるすべての規範、規程、規則、指針、運用細則等（以下「諸規程・規則」）は包括的
一体として、当社の内部統制体制を構成するものである。従い、当取締役会として、諸規程・
規則が遵守されるよう図るとともに、企業活動に関わる法令変更あるいは社会環境の変化に従
い、更に業務の効率性の観点において、当社の体制および諸規程・規則について適宜の見直
し、修正が行われることにより、上記法令の目的・趣旨が実現されるよう努めるものとする。

　
a. 会社法第362条第４項第６号および会社法施行規則第100条第１項各号に掲げる体制
（1）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
① 重要事項は取締役会において審議をすることとし、業務執行は代表取締役社長のもと、
職務権限規程その他関係諸規程に則り、各業務担当執行役員がこれに当たるものとす
る。

② CSR推進委員会を設置し、内部統制システム構築に向け継続的見直しおよび整備を行う
とともに、同委員会内に設置するCSR意識・活動定着部会を中心に倫理ホットラインの
適正な運用を図る。

③ 監査部により法令、規程等に則っているかの適正性の監査を行う。
④ 関係法令の改正等に対しては、各執行部門において適宜検証し、必要に応じ社内規程を
改正するとともに、継続的に見直しをするほか、コンプライアンス等について社内教育
を行う。　（2）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 毎月定例的に開催する取締役会において重要事項を決定するほか各取締役の業務の執行
状況について報告するとともに、必要に応じて経営会議等会議体の審議を経て、職務権
限規程等に則り決定する。

② 取締役会等の会議体の審議の充実を図る。
③ 取締役会規程、職務権限規程、稟議規程等業務執行、意思決定に係わる社内規程を継続

的に整備し、効率的業務の執行がなされるよう図る。
④ 重要事項について取締役会その他で意思決定をする際には、関係する執行部門の意見を
聴取するほか必要かつ適切な情報が提供されるよう図る。
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（3）取締役の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体制
① 取締役会議事録を作成するとともに、意思決定、職務の執行に係わる情報は、稟議規

程、JFEグループ文書管理規程に則り、検索可能な状態で適正に保存、管理する。
② 職務の執行上取扱う情報等は、JFEグループ秘密情報管理規程、個人情報管理規程およ
びJFEグループ情報セキュリティ管理規程のほか、関連諸規程に則り適正に管理する。

（4）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 業務執行上のリスクに関しては、業務担当執行役員の指示のもと継続的にその把握と対

応に努めることとしており、重要事項に関しては必要に応じて関連諸規程にしたがい取
締役会等において審議検討することとする。

② 上記①のほかCSR推進委員会と同委員会内に設置する人事労働部会、安全・防災・環
境・BCP部会、内部統制・コンプライアンス部会、CSR意識・活動定着部会等により全
社横断的にリスクの把握に努める。

③ 情報開示体制を整備し、適正な情報開示に努める。
④ 災害、事故等のリスクに関してはリスク管理規程を制定しリスク管理体制の充実を図
る。

（5）当社ならびにその親会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制
① 当社は、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社およびJFEスチール株式会社の
子会社であり、親会社が保持するJFEグループとしての、倫理法令遵守、リスク管理、
財務報告・情報開示などの体制のなかに、当社および当社傘下のグループ会社の体制が
組み込まれることにより、企業集団としての体制が構築されている。当社は、当社およ
び当社傘下のグループ会社から形成する企業グループ全体として内部統制体制を構築す
る。

② 当社は、グループ経営に関する重要事項ならびに当社傘下のグループ会社の重要事項
（損失の危険の管理に関する事項を含む）について、当社取締役会規程や当社が定める
国内関係会社管理規程・海外関係会社管理規程等により決定手続等を定め、適切な会議
体において審議・決定し、または報告を受ける。

③ 当社は、親会社が設置するグループ・コンプライアンス委員会のもと、CSR推進委員会
を設置し、当社および傘下のグループ会社の倫理法令遵守に関する基本方針および重要
事項の審議・決定を行い、施策の実施状況を監督するとともに、親会社のグループ・コ
ンプライアンス委員会と連携し、倫理法令遵守の経営を推進する。当社傘下のグループ
会社は、会社の規模、事業の性質、機関の設計、その他会社の個性および性質を踏ま
え、必要な倫理法令遵守体制を整備する。
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④ 当社は、倫理ホットラインについて、当社および当社傘下のグループ会社を含むグルー
プ全体の倫理法令遵守に関する重要な情報が現場から経営トップに直接伝わる制度とし
て、当社の使用人のほか当社傘下のグループ会社の使用人等も利用者として整備し、適
切に運用する。

⑤ 当社の内部監査部門は、親会社の内部監査部門と連携し、当社および当社傘下のグルー
プ会社の業務の有効性・効率性ならびに法令および定款の遵守状況について監査する。

⑥ 当社および当社傘下のグループ会社は、財務報告の信頼性を確保するために必要な体
制、適時適切な情報開示のために必要な体制を整備する。

　
b. 会社法施行規則第100条第３項各号に掲げる体制
（1）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項
① 監査役と事前に協議し、使用人を配置する。

（2）監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項
① 監査役室の使用人人事に関しては監査役と協議する。

（3）監査役の職務を補助する使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
① 当該使用人は、監査役の指揮命令下で監査役監査に関する業務を行う。

（4）監査役への報告に関する体制
① 取締役、執行役員および使用人は取締役会ほかの重要会議の開催を監査役に通知し、監
査役はそれら重要な会議に出席し報告を受けることができるものとする。

② 取締役、執行役員および使用人は必要に応じまたは監査役会、監査役の要請に応じ、監
査役会、監査役に対して職務の執行状況（当社および当社傘下のグループ会社に関する
重要事項を含む）を報告する。当社傘下のグループ会社の取締役、執行役員および使用
人は、必要に応じまたは監査役会、監査役の要請に応じ、監査役会、監査役に対して職
務の執行状況を報告する。

③ 当社は、倫理ホットラインについて、監査役に対して直接通報または相談を行うことが
できる制度として整備する。また、倫理ホットライン事務局等が受けた通報または相談
された法令違反行為等については、監査役会、監査役に対して、その都度内容を報告す
る。

（5）監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制
① 当社は、倫理ホットラインについて、監査役に法令違反行為等を通報または相談した者
および通報または相談された法令違反行為等を監査役会、監査役に報告した者が不利な
取り扱いを受けないことを規程に定め適切に運用する。　
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（6）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
① 当社は、監査役の職務執行に必要な費用について請求があった場合、特に不合理なもの
でなければ前払いまたは償還に応じる。

（7）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 取締役、執行役員および使用人は、監査役の監査に必要な重要書類の閲覧、実地調査、
取締役等との意見交換、当社傘下のグループ会社調査、当社傘下のグループ会社監査役
との連携等、監査役の活動が円滑に行われるよう監査環境の整備に協力する。

② 監査役は、会計監査人、内部監査部署の監査結果（当社または当社傘下のグループ会社
の重要事項を含む。）について適宜報告を受け、それぞれと緊密な連携を図る。

　
2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、業務の適正を確保するための体制につき、「内部統制体制構築の基本方針」に従い、
以下の通り整備・運用いたしております。
　
（1）取締役等の職務執行および内部監査にかかる体制
① 当社の経営に関する重要事項および当社傘下のグループ会社の重要事項について、取締
役会規程・経営会議規程において決定手続きを明確に定め、同手続きに従い取締役会お
よび経営会議で十分な審議を経た上で決定・報告を行っております。なお、取締役会、
経営会議付議基準の見直しを当期行っております。
当期中は取締役会を15回、経営会議を17回開催いたしました。

② 取締役・執行役員・使用人の職務権限について、当社の社内規程において明確に定め、
同規程を遵守しております。

③ 内部監査部署において業務の有効性・効率性、法令・定款の遵守状況について適切に監
査を実施しております。

（2）リスク管理・コンプライアンスにかかる体制
① コンプライアンス体制の整備・推進を目的に、CSR推進委員会を当期中４回開催してお
ります。また、同委員会の議事内容は社内掲示を行い、周知を図っております。
そして、同委員会内で運営される、人事労働部会、安全・防災・環境・BCP部会、内部
統制・コンプライアンス部会、CSR意識・活動定着部会において、リスクの把握に努め
るとともに個別の具体的なテーマを取り上げ、研修等必要な施策を実施しております。
本年度の各部会の実施状況は以下の通りです。
a. 人事労働部会では、適正な労働時間管理に向けて、「働き方改革」等の動向も踏まえ、
種々の施策を検討・実施しております。
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b. 安全・防災・環境・BCP部会では、当社における安全・防災・環境・BCPの現況を把
握し、必要な対策を検討・実施しております。

c. 内部統制・コンプライアンス部会では、内部監査部署が実施した内部統制、リスクマ
ネジメントの評価および内部統制、コンプライアンスに関わる問題点について、必要
な対策の検討、水平展開の実施等の活動を行っております。

d. CSR意識・活動定着部会では、当社における法令遵守に関する各種研修、情報管理活
動を実施し、CSR活動の徹底に向けた取り組みを検討、実施しております。

② 当社および当社傘下のグループ会社の従業員等が利用できる内部通報制度として「倫理
ホットライン」を整備し、通報・相談者の不利益取扱い禁止に関する規程の遵守を含
め、適切に運用しております。なお、担当部署が受けた通報・相談は、監査役へ報告す
るとともに、取締役会において運用状況の確認を行っております。

（3）情報の保存・管理にかかる体制
① 取締役会および経営会議での審議資料・議事録について、関係する法令および社内規程
に基づき、適切に作成・保存・管理を行っております。

② 社内において作成された決裁書等、職務執行に係る重要な文書について、社内規程に基
づき、適切に作成・保存・管理を行っております。

（4）監査役に関する体制
① 監査役の指揮命令下において監査役の職務を補助する使用人を置き、当該使用人につい
て取締役からの独立性を確保しております。

② 監査役監査の実効性を確保するため、取締役会への出席のほか、監査役については経営
会議、CSR推進委員会等に出席し、執行状況が確認できる体制としております。また、
監査役に対し、各部門の業務の執行状況について定期的に報告を行っております。

③ 監査役の職務執行に係る費用について、予算措置を講じ必要な費用を確保しておりま
す。

④ 当社の監査役は、当社の内部監査部署から監査結果について定期的に報告を受けるとと
もに、会計監査人との間でも定期的かつ必要時に報告聴取・意見交換等を行うなど、内
部監査部署・会計監査人それぞれと緊密な連携を図っております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中に記載の金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
　 （平成30年３月31日現在）　

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 72,287 流 動 負 債 42,513
現 金 及 び 預 金 956 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 26,221
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 37,884 電 子 記 録 債 務 9,777
電 子 記 録 債 権 7,728 短 期 借 入 金 2,200
建 設 仮 設 材 20,488 リ ー ス 債 務 6
商 品 1,861 未 払 法 人 税 等 1,116
製 品 574 賞 与 引 当 金 979
仕 掛 品 573 役 員 賞 与 引 当 金 42
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 466 受 注 損 失 引 当 金 5
預 け 金 1,200 そ の 他 2,166
そ の 他 770 固 定 負 債 7,565
貸 倒 引 当 金 △213 長 期 借 入 金 4,400

リ ー ス 債 務 8
固 定 資 産 27,826 再評価に係る繰延税金負債 1,685
有 形 固 定 資 産 21,291 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 251
賃 貸 用 建 設 機 械 4,498 退 職 給 付 に 係 る 負 債 220
建 物 及 び 構 築 物 2,448 繰 延 税 金 負 債 1,001
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,084 負 債 合 計 50,077
土 地 12,772 （純 資 産 の 部）
リ ー ス 資 産 14 株 主 資 本 49,007
そ の 他 475 資 本 金 4,398
無 形 固 定 資 産 413 資 本 剰 余 金 4,596
投 資 そ の 他 の 資 産 6,122 利 益 剰 余 金 40,036
投 資 有 価 証 券 3,559 自 己 株 式 △23
退 職 給 付 に 係 る 資 産 1,800 その他の包括利益累計額 1,024
そ の 他 890 その他有価証券評価差額金 1,130
貸 倒 引 当 金 △126 土 地 再 評 価 差 額 金 △812

為 替 換 算 調 整 勘 定 4
退職給付に係る調整累計額 702
非 支 配 株 主 持 分 4
純 資 産 合 計 50,035

資 産 合 計 100,112 負 債 ・ 純 資 産 合 計 100,112
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連 結 損 益 計 算 書
（平成

平成
29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 104,825
売 上 原 価 86,406
売 上 総 利 益 18,419
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,572
営 業 利 益 5,847
営 業 外 収 益
受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 67
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 358
そ の 他 138 562

営 業 外 費 用
支 払 利 息 43
固 定 資 産 処 分 損 55
そ の 他 0 97

経 常 利 益 6,312
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,312
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,841
法 人 税 等 調 整 額 38 1,878

当 期 純 利 益 4,433
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △1
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,434
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連結株主資本等変動計算書
（平成

平成
29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 4,398 4,596 36,716 △22 45,687
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,092 △1,092
土地再評価差額金の取崩 △21 △21
親会社株主に帰属する当期純利益 4,434 4,434
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― 3,321 △1 3,320

当 期 末 残 高 4,398 4,596 40,036 △23 49,007

　
その他の包括利益累計額

非支配株主
持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金 土地再評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 1,100 △833 6 578 850 5 46,542
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,092
土地再評価差額金の取崩 △21
親会社株主に帰属する当期純利益 4,434
自 己 株 式 の 取 得 △1
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 30 21 △2 125 174 △1 173

当 期 変 動 額 合 計 30 21 △2 125 174 △1 3,493

当 期 末 残 高 1,130 △812 4 702 1,024 4 50,035
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月10日

ジェコス株式会社
　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 谷 上 和 範 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 稻 吉 崇 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ジェコス株式会社の平成29年４
月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本とな
る重要な事項及びその他の注記について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、ジェコス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
　 （平成30年３月31日現在）　

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 68,953 流 動 負 債 40,558
現 金 及 び 預 金 388 支 払 手 形 5,508
受 取 手 形 6,639 電 子 記 録 債 務 9,805
電 子 記 録 債 権 7,755 買 掛 金 18,628
売 掛 金 28,712 短 期 借 入 金 2,200
建 設 仮 設 材 20,105 リ ー ス 債 務 1
商 品 1,835 未 払 金 1,175
製 品 574 未 払 費 用 230
仕 掛 品 573 未 払 法 人 税 等 806
原 材 料 448 前 受 金 274
預 け 金 1,200 預 り 金 1,060
前 払 費 用 69 賞 与 引 当 金 823
繰 延 税 金 資 産 428 役 員 賞 与 引 当 金 42
短 期 貸 付 金 321 受 注 損 失 引 当 金 5
そ の 他 112 固 定 負 債 6,790
貸 倒 引 当 金 △205 長 期 借 入 金 4,400

固 定 資 産 19,725 リ ー ス 債 務 8
有 形 固 定 資 産 14,924 長 期 繰 延 税 金 負 債 690
賃 貸 用 建 設 機 械 0 再評価に係る繰延税金負債 1,532
建 物 1,566 退 職 給 付 引 当 金 52
構 築 物 293 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 108
機 械 及 び 装 置 798 負 債 合 計 47,349
車 両 運 搬 具 19 （純 資 産 の 部）
工 具、 器 具 及 び 備 品 372 株 主 資 本 41,323
土 地 11,785 資 本 金 4,398
リ ー ス 資 産 9 資 本 剰 余 金 4,596
建 設 仮 勘 定 83 資 本 準 備 金 4,596
無 形 固 定 資 産 385 利 益 剰 余 金 32,353
ソ フ ト ウ エ ア 357 利 益 準 備 金 490
電 話 加 入 権 28 そ の 他 利 益 剰 余 金 31,863
そ の 他 1 買換資産特定積立金 48
投 資 そ の 他 の 資 産 4,415 別 途 積 立 金 14,838
投 資 有 価 証 券 2,263 繰 越 利 益 剰 余 金 16,976
関 係 会 社 株 式 588 自 己 株 式 △23
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 409 評 価 ・ 換 算 差 額 等 6
破 産 更 生 債 権 等 47 その他有価証券評価差額金 1,111
長 期 前 払 費 用 28 土 地 再 評 価 差 額 金 △1,106
前 払 年 金 費 用 788
会 員 権 163
そ の 他 238
貸 倒 引 当 金 △110 純 資 産 合 計 41,329

資 産 合 計 88,678 負 債 ・ 純 資 産 合 計 88,678
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損 益 計 算 書
（平成

平成
29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 92,990
売 上 原 価 79,197
売 上 総 利 益 13,792
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,519
営 業 利 益 4,273
営 業 外 収 益
受 取 利 息 4
受 取 配 当 金 982
そ の 他 79 1,065

営 業 外 費 用
支 払 利 息 43
固 定 資 産 処 分 損 47
そ の 他 4 94

経 常 利 益 5,244
税 引 前 当 期 純 利 益 5,244
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,288
法 人 税 等 調 整 額 52 1,340

当 期 純 利 益 3,905
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株主資本等変動計算書
（平成

平成
29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計資本準備金 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計買換資産

特定積立金 別途積立金 繰越利益剰 余 金
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 4,398 4,596 490 48 14,838 14,185 29,562 △22 38,533
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,092 △1,092 △1,092
買換資産特定積立金の取崩 △0 0 - -
土地再評価差額金の取崩 △21 △21 △21
当 期 純 利 益 3,905 3,905 3,905
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 - - - △0 - 2,791 2,791 △1 2,791
当 期 末 残 高 4,398 4,596 490 48 14,838 16,976 32,353 △23 41,323
　

評 価 ・ 換 算 差 額 等 純 資 産 合 計その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計
百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 1,083 △1,127 △44 38,489
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,092
買換資産特定積立金の取崩 -
土地再評価差額金の取崩 △21
当 期 純 利 益 3,905
自 己 株 式 の 取 得 △1
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 28 21 50 50

当 期 変 動 額 合 計 28 21 50 2,841
当 期 末 残 高 1,111 △1,106 6 41,329
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会計監査人の監査報告書（謄本）
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月10日

ジェコス株式会社
　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 谷 上 和 範 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 稻 吉 崇 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ジェコス株式会社の平成
29年４月１日から平成30年３月31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその
附属明細書について監査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書（謄本）
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第51期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

1. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

（1）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程ならびに監査計画および職務の分担等に従い、取締役
等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務および財産の状況を調査いたしました。
　また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて説
明を求めたほか、子会社に対し事業の報告を求め、子会社に赴き、業務および財産の状況を調査いた
しました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が、法令および定款に適合することを確保するため
の体制、その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして、会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容および当該決議に基づく体制（内部統制体制）の整備・運用状況を検証いたしました。
　なお、財務報告に係る内部統制についても、取締役等および新日本有限責任監査法人から適宜報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。
③ 事業報告に記載されている親会社との取引（会社法施行規則第118条第５号イおよびロに掲げる事
項）については、その内容について確認いたしました。
④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）監査役会は、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告
を受けたほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

　以上の方法に基づき、監査役および監査役会は、当該事業年度に係る事業報告、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針およびその他の注記）およびこれらの附属明細
書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類
作成のための基本となる重要な事項およびその他の注記）について検討いたしました。
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2. 監査の結果

（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。
③ 内部統制体制に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制体制に関
する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④ 事業報告に記載されている当社と親会社との取引に関して、指摘すべき事項は認められません。ま
た、親子会社間取引について、基本的に市場価格で行っていることから、当社の利益を害さないよう
に留意しているものと認めます。

（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

平成30年５月16日
ジ ェ コ ス 株 式 会 社 監 査 役 会

監査役（常勤）江 口 忠 夫 ㊞
監査役（常勤）田 中 増 男 ㊞
監査役 菊 池 きよみ ㊞
監査役 今 井 一 彦 ㊞

（注） 監査役江口忠夫および監査役菊池きよみは、会社法第２条第16号および第335条第３項に定める社
外監査役であります。

　

以 上
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株主総会会場ご案内
　

会場 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号
ロイヤルパークホテル ２階 春海の間
電話 （03）3667－1111

　
会場付近略図

　

　
交通
　東京メトロ半蔵門線 水天宮前駅 ４番出口とホテルが直結しております。
　東京メトロ日比谷線 人形町駅 Ａ１出口より徒歩約５分
　都営地下鉄浅草線 人形町駅 Ａ３出口より徒歩約５分
　都営地下鉄新宿線 浜町駅 Ａ２出口より徒歩約８分
　東京メトロ日比谷線 茅場町駅 ４ｂ出口より徒歩約８分　東京メトロ東西線

　
＊株主の皆様に対する公平な利益還元の観点等を踏まえ、株主総会にご出席の株主様への
お土産はご用意いたしておりません。何卒ご理解の程よろしくお願い申しあげます。
＊当日は、環境への配慮として、ノーネクタイの「クールビズ」スタイルにて対応させて
いただきますので、ご了承くださいますようお願い申しあげます。
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